
（平成２１年６月３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 17 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 25 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 1351 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11年４月から 12年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年４月から 12年７月まで 

    社会保険庁の記録によると、平成 11 年４月から 12 年７月までの期間

が未納とされているが、新卒で入社した会社を退社して、国民健康保険

や税金の手続も含め、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行った記憶があ

る。その後、保険料が割引になるので、まとめて保険料を納付したり、

月ごとに納付してきており、未納となっているのは納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、社会保険事務所から

年金手帳を平成 11年４月６日に再交付されているので、国民年金の加入手

続もＡ市役所で同時期に行われたと推認することができる。 

また、申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付済みであ

り、申立期間は 16か月と比較的短期間である。 

さらに、申立人は、厚生年金保険から国民年金への切替手続を適正に行

っている上、前納制度を利用しているなど、保険料の納付意識の高さがう

かがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1352 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年８月から 63 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年７月から 60年３月まで 

             ② 昭和 62年８月から 63年３月まで 

                          ③ 平成２年 10月から同年 12月まで 

             ④ 平成４年 10月から５年３月まで 

             ⑤ 平成５年５月から６年６月まで 

申立期間の国民年金保険料については、妻が私の分と一緒にＡ市役所

又はＢ社会保険事務所で納付したはずであり、未納となっているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人が所持する昭和 63年分確定申告書の控え

に昭和 62 年度分の一部及び 63 年４月から平成元年２月までの国民年金保

険料二人分に相当する保険料支出の記載があり、申立期間②の前後の期間

は現年度保険料で納付済みであるので、申立人の主張どおり、申立期間②

の保険料は、納付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間①及び③から⑤までについては、一緒に納付したとされ

る申立人の妻の保険料も未納となっている上、ほかにも未納期間が存在し、

その申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）も無い。 

このほかに申立期間①及び③から⑤までの保険料を納付していたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 62 年８月から 63 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 1353 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年８月から 63 年３月までの期間及

び平成２年９月の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年７月から 60年３月まで 

             ② 昭和 62年８月から 63年３月まで 

                          ③ 平成２年９月 

                ④ 平成２年 10月から同年 12月まで 

             ⑤ 平成４年 10月から５年３月まで 

             ⑥ 平成５年５月から６年６月まで 

申立期間の国民年金保険料については、私が夫の分と一緒にＡ市役所

又はＢ社会保険事務所で納付したはずであり、未納となっているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人が所持する昭和 63年分確定申告書の控え

に昭和 62 年度分の一部及び 63 年４月から平成元年２月までの国民年金保

険料二人分に相当する保険料支出の記載があり、申立期間②の前後の期間

は現年度保険料で納付済みであること、及び申立期間③については、一緒

に納付したとする申立人の夫の保険料は納付済みであり、申立期間③を除

き夫婦共に過年度保険料で納付している期間は同じであることから、申立

人の主張どおり、申立期間②及び③の保険料は、納付していたと考えるの

が自然である。 

一方、申立期間①及び④から⑥までについては、一緒に納付したとされ

る申立人の夫の保険料も未納となっている上に、ほかにも未納期間が存在

し、その申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）も無い。 



このほかに申立期間①及び④から⑥までの保険料を納付していたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 62 年８月から 63 年３月までの期間及び平成２年９月の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1354 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53年４月から同年６月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から 52年３月まで 

 ② 昭和 53年４月から同年６月まで 

    私は、昭和 45年に結婚し、Ａ市Ｂ支所で夫婦の国民年金の加入手続を

行い、46年４月から国民年金保険料を納付したはずであり、46年４月か

ら 52 年３月までの期間及び 53 年４月から同年６月までの期間が未納と

記録されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立人は、申立期間②に近接する昭和 52年４月か

ら 53年３月までの期間及び 53年７月から 54年３月までの期間を過年度保

険料で納付しており、あえて 53年４月から同年６月までの期間の過年度保

険料のみを納付しなかったとするのは不自然である。 

また、申立人は、昭和 52年４月以降、申立期間②を除き、国民年金加入

期間について保険料をすべて納付している。 

一方、申立期間①について、Ａ市の申立人の被保険者名簿によれば、申

立人の国民年金加入手続は昭和 54 年５月に行われており、この時点では、

52 年３月以前は時効により保険料を納付することができない期間であり、

第３回特例納付の実施期間中ではあったが、当該特例納付を行った事情は

うかがえない。 

また、申立期間①は 72か月と長期間であり、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



千葉国民年金 事案 1355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年４月から 43 年３月までの国民年金保険料は、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 43年３月まで 

    社会保険庁の記録では、昭和 42 年４月から 43 年３月までの期間が免

除となっているが、免除申請した覚えは無く、保険料は納付したはずで

あり、免除となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の 12か月を除き、国民年金加入期間について国民年

金保険料をすべて納付している上、申立期間はＡ市において国民年金の加

入手続を行った年度であり、申立期間直前の昭和 41 年８月から 42 年３月

までの期間を過年度保険料で納付するなど納付意識が高かったことがうか

がえる。 

また、Ａ市の申立人の被保険者名簿によれば、申立期間に近接する昭和

41 年８月から 42 年３月までの保険料が２年の時効期間経過後の 44 年５月

２日に納付と記録されていること、及び申立人の妻は申立期間当時、厚生

年金保険の被保険者となっており、申立人の申立期間は国民年金任意加入

対象期間であるのに、法定免除と記録されていることから、行政側の記録

管理が適正に行われていなかった可能性がうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年 12月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月から 44年３月まで 

    母が、私の国民年金加入手続を行い、昭和 45年に結婚するまで国民年

金保険料を納付した。申立期間の保険料は、Ａ市役所から保険料が未納

になっていると指摘され、母が用意してくれた保険料を私かお手伝いさ

んがＡ市役所で納付した。申立期間が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金手帳記号番号が払い出された後、

平成 19年７月までの長期にわたり国民年金加入期間について国民年金保険

料をすべて納付しており、保険料の納付意欲は極めて高かったものと認め

られる。 

また、申立期間は４か月と短期間であるとともに、Ａ市役所では過年度

納付書を発行していた可能性も否定できないことから納付されたものと考

えるのが自然である。 

さらに、申立人の両親は国民年金制度が発足した昭和 36年４月から国民

年金保険料を納付しており、父は 49年に 56 歳で死亡するまで、母は 60歳

まで完納しており、国民年金への意識及び保険料の納付意欲は高かったも

のと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1357  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和38年４月から39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年４月から39年３月まで 

私は、昭和36年４月ころＡ市役所で夫婦二人分の国民年金加入手続を

し、申立期間の国民年金保険料を集金に来ていた隣組の集金人に夫の分

と一緒に納付していた。保険料はいつも夫の分を合わせて私が納付して

いたのに、申立期間の夫の保険料が納付済みで私の保険料が未納となっ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金制度発足時より国民年金に加入し、国民年金保険料を

納付しており、申立期間を除いて国民年金加入期間の保険料はすべて納付

済みとなっていることから、国民年金への意識及び保険料の納付意欲は高

かったものと認められる。 

また、申立期間は12か月と短期間である上、申立人とその夫の国民年金

手帳記号番号は夫婦連番となっており、申立人が国民年金保険料をいつも

一緒に納付していたとする申立人の夫の保険料は申立期間については納付

済みとなっていることを考え併せると、申立人の保険料は納付されたもの

と考えるのが自然である。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1358  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和40年１月から同年３月までの期間、40年９月から41年３月ま

での期間、42年１月から43年３月までの期間及び43年10月から44年３月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年１月から同年３月まで 

         ② 昭和40年９月から41年３月まで 

         ③ 昭和42年１月から43年３月まで 

         ④ 昭和43年10月から44年３月まで 

私は、実家が経営していた工場に勤務していた夫と昭和31年に結婚し

て、以来商売や家計の管理は私が主体となって行ってきた。国民年金保

険料も36年から私が必ず夫婦同時に納付してきた。申立期間について、

夫は特例納付しているとのことだが、私が夫の保険料のみ納付して自分

の保険料を納付しないはずが無く、未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金制度発足時である昭和36年

４月に夫婦連番で払い出されており、国民年金への意識や保険料の納付意

欲は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、結婚以来、自営業を主体となって行い、その業績は順

調であり、国民年金保険料についても申立人が夫婦の保険料を必ず同時に

納付していたと述べており、その納付記録の納付状況からみても、申立人

及びその夫の保険料を一緒に納付していたと推認することができ、当該申

立期間に限り申立人が、夫の保険料のみを特例納付し、自分の保険料を特

例納付していないというのは不自然である。 

さらに、申立人の夫の昭和46年度及び47年度の保険料は、社会保険庁の



記録において未納とされていたものが、Ａ市が保管する被保険者名簿によ

り納付済みであることが確認され、平成20年12月の時点になって納付記録

の訂正が行われており、行政側の記録管理が著しく不適切であった可能性

があり、夫婦二人分の保険料を申立人が納付していたとの主張を考え併せ

ると、申立期間について納付されていた可能性は高いと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1359 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和48年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年４月から同年６月まで 

    私の国民年金保険料については、すべて妻が一緒に納付していたはず

であり、二人とも未納期間は無いと思っていたが、年金記録の照会をした

ところ、私は昭和48年４月から同年６月までの３か月が、妻は同年７月か

ら同年９月までの３か月が未納となっていた。 

妻の分は当時の領収書があったので、平成20年10月に社会保険事務所で

年金記録が訂正されたが、私の分は領収書が見付からないため未納となっ

ている。妻が必ず納付しているので未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が昭和47年ころに国民年金の加入手続をし、国民年金

保険料についても夫婦二人分を一緒に納付していたと主張しているところ、

その妻は、結婚前の41年４月から申立期間を含め、60歳になる前月の平成

16年８月まで国民年金保険料を払い続けており、納付意識は高かったと認

められる。 

また、社会保険庁の電算記録により、申立人及びその妻の保険料納付年

月が確認できる平成８年４月から11年７月までの期間は、すべて夫婦同一

年月に納付していることが確認できる上、申立期間は３か月と短期間であ

り、前後の期間は納付済みとなっていることを考え併せると、申立人の妻

が自分の分の保険料を納付しているにもかかわらず、申立人の保険料を納

付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人の妻が所持する申立期間を含む昭和48年１月から同年６

月までの国民年金印紙売さばき代金領収証書により、申立人の妻は、申立



期間の保険料を同年３月13日に前納していることが確認でき、申立人が申

立期間直前の同年１月から同年３月までを納付済みであることを考え併せ

ると、申立期間を納付していたと考えるのが自然である。 

加えて、申立人の妻は、昭和48年７月から同年９月までの保険料が未納

とされていたが、自身が保管する領収証書により納付が確認できたことか

ら、平成20年10月16日に年金記録が訂正されており、行政側の納付記録の

管理に不備が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1360 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から同年３月まで 

    昭和 52年１月ころ、友達に教えてもらってＡ区役所Ｂ出張所で国民年

金に加入した。保険料の支払いは最初から銀行口座引落により行ってきた。

未納があれば銀行等から督促を受けるはずであるが、55 年１月から同年

３月までの分の支払督促を受けていないし、わざわざ銀行に行った記憶も

なく、申立期間の保険料は支払ったはずであり、未納となっているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年１月 12 日に国民年金に任意加入してから 61 年４月

に第３号被保険者制度が発足するまで、申立期間を除き国民年金保険料を納

付し続けており、52 年１月から 53 年 12 月までは付加年金に加入し、昭和

58 年度は前納するなど、国民年金制度に対する理解と納付意識の高さが認

められる。 

また、申立人は、加入当初から銀行口座振替で保険料を納付したと主張し

ているところ、Ａ区では昭和 46 年４月から、Ｃ市では 44 年 11 月から国民

年金保険料の口座振替が可能であり、申立期間当時、申立人の夫が給与振込

を受けていたＤ銀行（現在は、Ｅ銀行）Ｆ支店は口座振替業務を取り扱って

いたことを確認済みであり、申立人の主張には不自然さが無い。 

さらに、申立人の夫は当時、Ｇ社に勤務しており、収入は安定し保険料納

付の資力は十分にあったと考えられ、申立期間は３か月と短期間であること

を考え併せると、申立期間の保険料は納付したものと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 22年６月１日）及び

資格取得日（24年５月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を、22年

６月から 23 年７月までは 600 円、同年８月から 24 年３月までは 3,300 円、

同年４月は 3,900円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年６月１日から 24年５月１日まで      

    私は、Ａ社Ｃ支店に昭和 22年４月 21日に入社し、61年６月 30日に退職

するまで、継続して勤務し厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間

について被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、退職証明書、社員名簿及び雇用保険の記録から判断す

ると、申立人がＡ社Ｃ支店に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人と資格取得年月日が同日である複数の同僚は、申立人が申立

期間においてＡ社Ｃ支店に継続して勤務しており、申立人と同じ部署であっ

たと供述しているところ、当該同僚は、いずれも申立期間において厚生年金

保険の記録が継続している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後の記録及

び同僚の記録から判断すると、昭和 22 年６月から 23 年７月までは 600 円、



                      

  

同年８月から 24年３月までは 3,300円、同年４月は 3,900円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するとは考え難いことから、事

業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行ってお

り、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 22 年６月から 24 年４

月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 745 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月額の記録

を平成４年４月から５年６月までは 53 万円、５年７月から同年 10 月までは

32万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月から５年 10月まで 

    平成４年４月から５年 10 月までの期間、私はＡ社に勤務しており、その

間の標準報酬月額が 20万円となっているが、実際の私の標準報酬月額は 53

万円（上限）及び 32万円だったので、記録の訂正についてのあっせんを求

める。    

    

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ健康保険組合の記録では、申立人の標準報酬月額は平成４年４月から同年

９月までの期間は 59万円、４年 10月から５年６月までの期間は 62万円、５

年７月から同年 10月までの期間は 32万円であることが確認できる。 

   また、社会保険事務所の厚生年金被保険者記録によると、当初、申立人がＡ

社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が平成４年４月から５年６月まで

の期間は上限である 53万円、５年７月から同年 10月までの期間は 32万円と

記録されていた。ところが、同事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った５年 11 月 17 日より後の６年３月４日付けで、４年４月１日にさかのぼ

って、申立期間の標準報酬月額を 20万円に引き下げる旨の処理をした記録が

されている。しかし、社会保険事務所において、このような処理を行うべき

合理的理由は見当たらず、これは同所において事実に反する処理を行ったも

のと認められる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所の標準報酬月額についての訂

正が有効に行われたとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成４年４月から５年６月ま

では 53 万円、５年７月から同年 10 月までは 32 万円に訂正することが必要で

ある。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和43年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和34年５月23日から43年７月31日までＡ社に勤務しており、

退職後に受け取った失業保険の離職票にも離職日が43年７月31日と書か

れている。また、健康保険の継続療養証明書の交付日が同年８月７日で

あり、同年７月20日には健康保険証を使用している。以上のことから申

立期間について厚生年金保険に加入していると申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、失業保険被保険者離職票及びＢ健康保険組合の健

康保険継続療養証明書により、申立人が昭和43年７月31日までＡ社に継続

して勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、昭和43年４月分、年度不明の11月、12月、１月、２月

及び５月分並びに年月不明の１か月分の給与明細書を所持しており、厚生

年金保険料が控除されていることが確認できるところ、このうち年度不明

の５月分及び年月不明の１か月分は、基本給が43年４月の基本給と同額で

あることから、それぞれ同年５月及び同年６月分の給与明細書であると推

認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上述の給与明細書の厚生年

金保険料控除額から、４万5,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所が既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

元事業主等の所在が不明で確認できず、このほかに確認できる関連資料及



                      

  

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 747 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 44 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年２月１日から同年４月１日まで 

記録によると、Ａ社Ｃ出張所で昭和 44 年２月１日に厚生年金保険被保

険者資格を喪失し、同社本社で同年４月１日に資格を取得していること

となっているが、転勤辞令で同社本社に異動したものであり、定年退職

まで継続して勤務し、途中で退職したことは無いことから、空白期間は

無いはずなので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与支給明細書の写し、辞令の写し及び雇用保険

の加入記録から、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和

44 年２月１日に同社Ｃ出張所から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額

から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主が保管する厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準

報酬決定通知書に、昭和 44 年４月１日に資格を取得したと記載されている

ことから、事業主は同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 748 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日に係る記録を昭和 24 年８月 24 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24 年７月１日から同年８月 24 日まで 

私の亡夫は、昭和 22 年４月１日から 63 年７月まで、途絶えること無

くＡ社に勤務し、その間、厚生年金保険に加入していたはずであるのに、

Ａ社Ｂ支店から同社本店に異動した時期である 24 年７月１日から同年

８月 24 日までの期間が未加入となっていることに納得できない。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録及び人事記録から判断すると、申立人がＡ

社に継続して勤務（昭和 24 年８月 24 日に同社Ｂ支店から同社本店に異動）

し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 24 年６月の社会保険事

務所の記録から 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 48 年９月６日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 48 年９月から 49 年

７月までは６万円、49年８月から 50年７月までは８万 6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年９月６日から 50年８月７日まで 

        私は、昭和 48 年９月６日からＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の加

入期間は 50 年８月からとなっているので、この期間を被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び同僚の供述から、申立人が申立期間においてＡ社に

勤務していたことが認められる。 

また、連絡の取れた同僚４人全員がＡ社に勤務していた期間と厚生年金保険

の加入期間とが一致していることを、その中の３人が申立人と同様の職務内容

だったことを供述しており、当該事業所では、従業員について、入社と同時に

厚生年金保険に加入させていたことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間における同僚の記録か

ら 48年９月から 49年７月までは６万円、49 年８月から 50年７月までは８万

6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、仮に、

事業主から申立てどおりの被保険者資格の取得届が提出された場合には、その

後、２回にわたり健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届を提出す



                      

  

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該

届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主

が、昭和 50 年８月７日を厚生年金保険の資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る 48年９月から 50年７月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 46 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 10万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 11月２日から同年 12月１日まで 

   私は、昭和 30 年４月から 62 年８月末まで、継続してＡ社に勤務してい

て、厚生年金保険の加入期間に空きは無いはずなので、申立期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業所の在籍証明書及び雇用保険の記録から判断すると、申立人がＡ社に

昭和 30年４月から 62年８月末まで勤務し（46年 12月１日に同社Ｃ支店から

同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 46 年 10 月の社会保険事

務所の記録から、10万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、特段の理由を示すこと無く納付したと主張するが、この

ような主張からは事業主による保険料納付を認めることはできず、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。  

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

千葉国民年金 事案 1361 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年８月から 41年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年８月から 41年９月まで 

    私は、20 歳の時、成人式に出席して国民年金についての説明を受け、加

入手続をしたので、20歳から納付しているはずであり、昭和 37年８月から

41年９月までが未納となっているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 43 年 12 月

21日の時点において、過年度納付が可能な 41年 10月から 43年３月までの国

民年金保険料を44年１月11日に納付したことが社会保険事務所で保管してい

る特殊台帳から確認できる上、申立期間の 41 年９月以前の期間は時効により

保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立期間は 50 か月と長期間であり、保険料の納付場所、納付方法等

についての申立人の記憶が明確ではなく、保険料の納付状況等が不明である。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(確定申告書、

家計簿等)が無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 1362 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46年４月から 47年３月までの期間及び 48年４月から 49年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から 47年３月まで 

             ② 昭和 48年４月から 49年３月まで 

    私は、昭和 45 年に結婚し、Ａ市Ｂ支所で夫婦の国民年金の加入手続を行

い、46年４月から国民年金保険料を納付したはずであり、同年４月から 47

年３月までの期間及び 48 年４月から 49 年３月までの期間が未納と記録さ

れているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人自身は保険料の納付に関与しておらず、納付した

とする妻の記憶が不鮮明なため、具体的な納付状況等が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 50年 10月の時点

では、48年６月以前の期間は時効により保険料の納付はできない期間であり、

そのうち、47 年４月から 48 年３月までの保険料は 50 年 12 月 20 日に第２回

特例納付により納付されているが、その余の時効にかかっている申立期間①及

び②の 48 年４月から同年６月までの期間の特例納付の事実は認められず、そ

の期間の納付の根拠となる別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間②のうち、昭和 48年７月から 49年３月までの期間につい

ては、申立人が主張するように現年度の保険料として納付することはできず、

ほかにその期間の保険料を過年度保険料として納付していたことをうかがわ

せる事情も見出すことはできない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



                      

  

千葉国民年金 事案 1363 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

                  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 54年４月から同年８月まで 

    申立期間の昭和 54 年４月から同年８月までについて国民年金保険料が、

未納となっていた。国民年金保険料を納めていたので、未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ社会保険事務所の国民年金手帳記号番

号払出簿等において昭和 59 年９月以降に払い出されていることが確認でき、

その時点において 54 年８月以前の国民年金保険料は時効により納付すること

ができない期間である上、申立期間は未加入期間であることから保険料を納付

することは困難であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人には納付時期、納付金額、納付方法等の記憶は無く、国民年金

保険料の納付状況等が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 1364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和36年４月から39年12月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

 氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から39年12月まで 

私は、Ａ市Ｂの個人商店に住み込みで勤務していたが、20歳になったので、

経営者から「国民年金を納付した方が良い。」と言われ、Ａ市Ｃ出張所だと

思うが、加入手続を行ったはずである。国民年金保険料は勤務先で納付して

いたようだが、事務の仕事をするようになった経営者の長男から「自分で納

めたら」と言われ、その後は、郵便局で納付していたと思う。昭和39年の冬

に結婚が決まったので、Ａ市役所で｢扶養になるから辞めたい。｣と届け出て、

辞めた記憶があり、申立期間について未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務先の経営者から勧められ、Ａ市で国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付したと主張するところ、申立期間の関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立人の記憶が明確ではなく、申立期間当時の具体的

な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立期間当時、申立人が居住していたＡ市では国民年金保険料の納付

は申立人の述べる郵便局ではできず、同市役所か出張所のみであったが、申立

人はいずれの場所においても印紙を購入して納付した記憶は無く、申立内容に

矛盾がみられる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和61年４月に払い出されている

ことから、申立期間は未加入期間であるため国民年金保険料の納付はできず、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は無く、申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 1365  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年２月まで 

    私は、年金のことは全く覚えが無いが、きちんとした性格の亡き父が国民

年金の加入手続及び保険料納付をしてくれたはずである。申立期間当時、私

の家は職人を使って商いをしていた。私は、姉や妹と同様に勤めたかったの

に、家の手伝いをしていたので、母は私のことをいろいろやってあげるよと

言っていた。父のきちんとした性格や母の言動から、申立期間が未加入期間

として未納とされているのは納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、亡くなった父が申立人の国民年金の加入手続及

び保険料の納付をしたはずであると主張しているが、申立人の国民年金手帳

記号番号が払い出されたのは昭和 50 年３月 20 日以降であり、任意加入した

のは同年６月 14日であることから、申立期間は未加入期間であるため、国民

年金保険料を納付することはできない上、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

また、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料納付をしたとされ

る申立人の父及び母は既に亡くなっており、申立人は、保険料の納付等に直

接関与していないことから、申立期間当時の加入状況及び保険料の納付状況

が不明である。 

さらに、申立期間当時同居していた申立人の姉及び弟の国民年金の加入状

況等についても、20歳から加入し、保険料を納付した状況はうかがえない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）も存在しない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

千葉国民年金 事案 1366 

   

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54年１月から 61年３月までの付加保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年１月から 61年３月まで 

    私は、昭和 53 年ごろに、サラリーマンの配偶者であっても任意で国民年

金に加入できることを知り、国民年金に加入し、併せて付加保険料の納付を

申し出た。54年１月にＡ市役所Ｂ出張所で私が現金で納付した。平成 20年

１月に 65 歳になるため受給申請を出したところ、付加保険料が未納とされ

ていることに、納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53年 12月ごろに国民年金への任意加入手続を行った際、付

加年金への加入手続も行ったと主張しているが、Ａ市が保管する被保険者名簿

の「付加記録」欄に付加年金に加入したとの記載は無い。 

また、申立期間当時から定額保険料と付加保険料とは一つの納付書で合計額

を納付する仕組みになっていることを確認済みであり、定額保険料だけが納付

済みとなっていることを踏まえると、付加保険料が納付されていたとは考え難

い。 

さらに、申立期間について付加保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間について、付加保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。  



                      

  

千葉国民年金 事案 1367 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和53年７月から同年９月までの期間及び57年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53年７月から同年９月まで 

② 昭和 57年１月から同年３月まで 

私は、申立期間①のころ勤務していた事業所が厚生年金保険に加入してい

ないことに不安を感じて退職し、在職していた３か月分の国民年金保険料を

納めるためにＡ市役所へ年金手帳と現金を持参し、保険料を納めた。 

また、申立期間②についても、勤務先が厚生年金保険未適用事業所だった

ため、転職後にＡ市役所で手続きをして前回とおよそ同額の保険料を納めた。

申立期間については市役所で必ず手続をしていたはずなので、保険料が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②のいずれも、勤務していた事業所を退職し、新

たに事業所に勤務した後に、その間の国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付を市役所で行ったと主張しているが、申立期間①及び②当時、申立

人の夫は厚生年金保険に加入しており、当時の国民年金法（昭和 34年法律第

141号）に基づき、申立人は任意加入者として取り扱われ、任意加入者は、加

入を申し出た日に被保険者資格を取得することから、制度上、申立人が主張

するようにさかのぼって加入して保険料を納付することはできない。 

   また、申立人が納付したと主張している保険料の金額は、申立期間①及び②

当時の保険料額とは大きく異なっており、申立人が任意加入していた昭和 45

年度及び 46年度の保険料と近似していることから、この時期の記憶と混同し

ていることも考えられるなど申立人の保険料納付に係る記憶には曖昧
あいまい

さが認

められる。 



                      

  

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していること

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



                      

  

千葉国民年金 事案1368  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年４月から 43 年 12 月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 43年 12月まで 

昭和 40 年４月から 43 年 12 月まで特例納付した保険料について、厚生年

金保険の加入期間であるため、社会保険事務所の記録では還付済みとなって

いるが、私は還付金を受け取っていないので、還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する昭和43年４月から46年３月までの特例納付に係る領収証

により、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことは確認できる

が、社会保険庁の電算記録には、厚生年金保険との重複加入が判明したことに

よる還付処理について、還付期間、還付金額及び還付決議日等が記載されてお

り、一連の事務処理に不自然さは認められない。 

   また、申立人は還付の請求及び還付金の受領をしていないと主張しているが、

社会保険庁の電算記録により、申立期間に係る還付金は、当時申立人が利用し

ていたＡ郵便局（現在は、ゆうちょ銀行Ｂ店）への送金支払いとなっており、

送金通知書到達後に申立人が同郵便局において還付金を受け取っていると考

えるのが自然である。 

さらに、申立人から聴取しても、申立期間に係る還付の請求及び還付金の受

領をした記憶が無いというほかに還付されていないことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 

なお、申立人は、特例納付保険料として、第１回特例納付の実施期間である

昭和 47 年３月 27 日に 40 年４月から 42 年３月までの合計 24 か月分の保険料



                      

  

を納付した記録となっているが、当該期間は厚生年金保険加入期間であること

を踏まえると、特例納付した 24 か月分のうち５か月分は、社会保険庁の記録

では未加入となっているが、本来、国民年金の強制加入期間である 37 年８月

及び同年９月並びに 38 年７月から同年９月までの期間の保険料として納付し

たものと考えるのが相当である。 



                      

  

千葉国民年金 事案 1369 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年３月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年３月から 41年３月まで 

私は、父が経営していた個人事業の事業所で、18歳から45歳まで働いてい

たが、給料はもらわず、食べさせてもらうだけの状況で、帳簿を見せてもら

ったこともない。両親の性格から考えて、私が20歳となった昭和37年＊月に、

母が当時居住していたＡ区役所で国民年金の加入手続をし、保険料を納付し

てくれていたはずである。 

両親の国民年金の納付状況から、申立期間に私の年金記録が未納であった

とは考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が 20歳になった昭和 37年２月に、その母が国民年金加入

手続をしてくれたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、41

年７月 21 日に社会保険事務所がＡ区分として払い出した番号の一つであり、

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧した結果、申立

期間において申立人の氏名は無く、41 年７月以前に別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が所持する３冊の国民年金手帳のうち、申立人の申述する表紙

の色から判断して最も古いものは、昭和 41年７月 30日発行となっており、国

民年金手帳記号番号の払出日と符合している上、当該手帳の記録により、20

歳となった 37 年＊月＊日にさかのぼって国民年金の被保険者資格を取得した

ことが確認できる。 

    さらに、加入手続及び保険料の納付をしてくれていたとする母親は、既に他

界しており、申立人は加入手続及び保険料納付に直接関与していないことから、

加入及び納付の実態が不明である上、申立期間の保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたこと



                      

  

をうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 751 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年４月から同年８月まで 

             ② 昭和 29年９月から 30年７月まで 

    私は、昭和 29 年４月から同年８月までの期間はＡ社Ｂ支店Ｃ作業所に、

同年９月から 30 年７月までの期間は同社Ｄ支店Ｅ作業所に勤務し、厚生

年金保険に加入していたので、年金記録の訂正についてあっせんを求める。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時の勤務の状況及び同僚・上司等について具体的に記憶して

いることから、申立期間①のＡ社Ｂ支店Ｃ作業所及び申立期間②の同社Ｄ支

店Ｅ作業所に勤務していたことは推認することができる。 

   しかしながら、社会保険事務所の記録では、申立期間①の事業所は、厚生

年金保険の適用事業所とはなっておらず、申立期間②の事業所は、昭和 39 年

３月 19 日に厚生年金保険の新規適用事業所になっており、いずれの事業所も

申立期間当時は厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

   また、申立人が事業主により厚生年金保険料を控除されていたことを確認

できる給与明細書等の関連資料は無い上、当該事業所は、現在存続していな

いので、事業主等から、申立人に対する厚生年金保険の適用、厚生年金保険

料の控除の状況を認めることができる関連資料や証言を得ることはできない。 

   さらに、同僚は、「私は本社採用で厚生年金保険の加入記録があるが、申

立人はＣ（地名）の現地採用のためかもしれない。」と回答しており厚生年

金保険の適用等について証言を得ることができなかった。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 752 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年 12月から 31年 11月まで 

② 昭和 32年 12月から 34年２月まで 

    私は、Ａ社の厚生年金保険被保険者資格喪失日が、昭和 30 年 12 月８日

になっていることに納得がいかない。もう１年長く勤務していたと記憶し

ている。また、Ｂ社については、32 年 12 月ごろから勤めていたはずであ

り、同社の資格取得日が 34 年３月１日となっていることについても納得

できない。申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

         １ 申立期間①については、申立人は、昭和 31 年 11 月ごろまでＡ社に勤務

していたと主張しているが、元同僚は、「申立人は覚えているが、いつか

らいつまで勤務していたかまで覚えていない。」と供述しており、申立人

の勤務期間についてまでの証言を得ることはできなかった。 

また、申立人と同様、昭和 30 年 12 月８日に厚生年金保険被保険者資格

を喪失している者は、「業績が悪化したため、自分を含め何人かは解雇さ

れた。解雇される１か月前に話があったと記憶している。」と供述してお

り、社会保険事務所が保管する同社の厚生年金保険被保険者名簿により、

143 人中 38 人が同日付けで被保険者資格を喪失していることが確認できる

ことを考え合わせると、申立期間①当時、当該事業所では、業績の悪化を

背景にまとめて、従業員の厚生年金保険被保険者資格の喪失手続を行った

ことがうかがえる。 

      さらに、当該事業所は、昭和 32 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業

所でなくなっており、申立期間当時の人事記録等の資料が無く、当時の雇

用実態等が不明である。 

 

   ２ 申立期間②については、申立期間②当時、Ｂ社で総務を担当していた元

同僚は、「当時、同社には見習期間があった。社会保険については、事務

量の削減のため、ある程度の人数が揃ってから資格取得手続を行ってい



                      

  

た。」と供述しており、社会保険事務所が保管する同社の厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人と同じく昭和 34 年３月１日に資格取得した者

が９人いることが確認でき、その他の期間においても何人かをまとめて資

格取得させていることが確認できることを考え合わせると、当時、当該事

業所は見習期間経過後において、まとめて厚生年金保険被保険者資格の取

得手続を行っていたことがうかがえる。 

また、当該事業所は、昭和 43 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、申立期間当時の人事記録等の資料が無く、当時の雇用

実態等が不明である。 

 

   ３ このほか、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

   ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案753 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年４月から34年５月まで 

    私は、20歳のころにＡ社Ｂ工場に１年間ぐらい勤めていたが、当該事業

所の厚生年金保険の記録が無いので、調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社Ｂ工場における仕事内容及び退職した経緯について具体的

に記憶している上、同工場が厚生年金保険の適用事業所になった昭和34年４

月１日から、当該事業所で厚生年金保険被保険者であった元同僚が「１年前

ぐらいから工場の立ち上げ期間があり、私が入る前から働いている人がい

た。」と供述していることから、申立人が申立期間において同工場に勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所は、上述のとおり、昭和34年４月１日から厚生年金保

険の適用事業所になっており、申立期間のうち33年４月から34年３月までは

厚生年金保険の適用事業所ではない。 

   また、当該事業所において昭和34年４月１日に厚生年金保険の被保険者資

格を取得している複数の者に照会を行ったが、保険料控除に係る事実を確認

できる証言等を得ることができず、事業所も、「当時の資料は見当たらな

い」と回答している。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿を縦覧した結果、昭和34年４月から同年５月までに資格取得した

者254人の中に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案754 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住 所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年６月１日から10年２月28日まで 

    私の平成８年６月から10年１月までの標準報酬月額が、知らないうちに

下げられている。社会保険事務所へ標準報酬月額の訂正届を出した覚えも

無いので、正当なものに戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成 10 年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなってい

るが、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年３月 25 日付けで、申立

人の同社における厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、８年６月から 10 年

１月までの期間について 59 万円から９万 2,000 円に、さかのぼって訂正され

ていることが確認できる。 

しかし、申立人は、申立期間当時、当該事業所の取締役であり、代表取締

役の妻であったことが、同社の閉鎖登記簿謄本及び本人の供述により確認で

きる。 

また、申立人は、社会保険事務所による質問応答書（平成20年12月７日）

に「自分が社会保険関係の手続きを担当していた。」と回答しており、申立

期間当時、申立人が取締役であり社会保険関係の実務を担っていたことを考

え合わせると、事業主（申立人の夫）が保険料納付の義務を履行していない

ことを知り、又は知り得る状態であったと認められる。 

さらに、申立人は、社会保険事務所への届出に必要となる当該事業所の代

表者印について、「倒産後すぐに顧問弁護士を通じて管財人に渡した。」と

主張しているが、当該顧問弁護士は既に他界したとしており、管財人につい

ても連絡先が不明であるとしているため、証言を得ることができない上、社



                      

  

会保険事務所は、当該標準報酬月額の訂正に係る届出書を既に廃棄している

ことから、管財人が当該届出を行ったことを確認できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該標準報酬月額の訂正処理が有効なものでないと主張することは、

信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する

必要は認められない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案755 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住 所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年６月１日から10年２月28日まで 

    私の平成８年６月から10年１月までの標準報酬月額が、知らないうちに

下がっている。社会保険事務所へ標準報酬月額の訂正届を出した覚えも無

いので、正当なものに戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成 10 年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなってい

るが、社会保険庁の電算記録により、その翌月の同年３月 25 日付けで、申立

人の同社における厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、８年６月から 10 年

１月までの期間について 59 万円から９万 2,000 円に、さかのぼって訂正され

ていることが確認できる。 

しかし、閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、当該事業所の

代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、社会保険事務所による質問応答書（平成20年12月７日）

の「年金記録の確認期間において社会保険料の滞納がありましたか」という

質問に「はい」と回答しており、社会保険料の滞納があったことを認めてい

る。 

さらに、申立人は、「顧問弁護士を通じて、社会保険料の滞納分について

は、管財人が完済したと聞いている。」としており、申立人の妻は、社会保

険事務所への届出に必要な当該事業所の代表者印について「倒産後すぐに顧

問弁護士を通じて管財人に渡した。」と主張しているが、当該顧問弁護士は

既に他界したとしており、管財人についても連絡先が不明であるとしている

ため、証言を得ることができない上、社会保険事務所は、当該標準報酬月額



                      

  

の訂正に係る届出書を既に廃棄していることから、管財人が当該届出を行っ

たことを確認できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該標準報酬月額の訂正処理が有効なものでないと主張することは信

義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必

要は認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年 12 月１日から 35 年 10 月１日まで 

私は、昭和 30 年９月１日から 35 年９月 30 日までＡ社に継続して勤

務しており、32 年 12 月１日から 35 年 10 月１日までの期間が、厚生年

金保険未加入となっているのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の証言により、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していた

ことは推認できるが、いつごろまで勤務していたかまでの証言を得ること

はできなかった。 

また、申立人は「一時、Ａ社を退職して、１か月から２か月の中断があ

るかもしれない。」と説明しているが、当該事業所は、平成 20 年４月１

日に解散し、当時の関係資料は処分してしまったと説明していることから、

申立期間における雇用の実態が不明である上、社会保険事務所の保管する

当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間において

資格取得した者の中に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番は無

いことから、事業所から、申立人に係る社会保険庁の記録どおりの被保険

者資格喪失届が提出された後、再度雇用された際に被保険者資格取得届が

提出されていない可能性も否定できない。 

   さらに、申立人は、当該事業所に昭和 35 年９月 30 日まで勤務していた

と主張する理由について、「年金手帳に、厚生年金保険・船員保険の記録

欄に被保険者となった日（資格取得日）が 30 年９月１日、被保険者でな

くなった日（資格喪失日）が 35 年９月 30 日と記載されている。」ことに

よるとしている。しかしながら、年金手帳の「厚生年金保険・船員保険の

記録」欄については、被保険者自身又は事業主が記載することになってお



                      

  

り、申立人の当該事業所における厚生年金保険加入期間を推認できるもの

ではない。 

このほか、申立人の申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 757 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年２月 11日から同年８月まで 

平成19年６月17日にＡ社会保険事務所にＢ社（現在は、Ｃ社）に係る厚

生年金保険の期間照会をしたところ、昭和40年４月５日から41年２月11日

まで加入していることが判明したが、私の記憶では41年８月まで勤務して

いたはずですので、同年２月11日から同年８月まで厚生年金保険の加入期

間が抜けているので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から氏名の挙がった二人の同僚からは、申立人が申立期間にＢ社に

勤務していたことをうかがわせる供述を得ることはできなかった上、同社は、

申立人の申立てどおりに厚生年金保険の資格取得等の届出及び保険料の納付

を行ったことについては、当時の資料が無いため不明である旨回答している。 

また、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者名簿に、健康保険

被保険者証を返還した記録と思われる「41.４.11証返還済」と記載されてお

り、申立期間に係る健康保険整理番号にも欠番が無い。 

さらに、申立人の当該事業所に係る雇用保険の加入状況を確認したところ、

昭和40年４月５日取得、41年２月11日離職となっており、当時の社会保険関

係担当者も、「手続等は適正に処理していたと思うし、会社も順調だっ

た。」と述べている。 

 このほか、申立期間において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料等は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 758 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年８月 25日から８年４月 22日まで 

私は、平成３年８月１日から９年１月26日までＡ社又はＢ社が経営する

事業所の所長として継続して勤務していたが、７年８月25日から８年４月

22日までの厚生年金保険期間が抜けていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言から、申立人が申立期間においてＡ社又はＢ社が経営する事業

所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社における申立人の健康保険

証は、平成３年８月19日交付、７年10月25日回収、Ｂ社における申立人の健

康保険証は、８年４月26日交付、９年２月３日回収と記録されている。 

また、Ａ社の事業主は、自分は名義上の事業主に過ぎず、実務はＢ社の事

業主であるその夫がすべて行っていたが、既に亡くなっている上、当時の資

料は何も残されていない旨回答している。 

さらに、申立人は年金受給者であったが、仮に、厚生年金保険の被保険者

であったとするならば、申立人は当時、65歳未満の被保険者であったことか

ら、その年金額が一部または全額につき、支給停止となるところ、申立期間

の年金額は満額にて支給されていることから、申立人が申立期間に厚生年金

保険の被保険者であったとは考え難い。 

このほか、申立期間において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料等は無い。 

なお、社会保険庁の記録によると、申立人が平成７年８月に厚生年金保険

の資格を喪失した際の標準報酬月額は36万円、８年４月に資格を取得した際

の標準報酬月額は９万８千円となっているが、事業主が申立人の特別支給の



                      

  

老齢厚生年金の年金額の支給停止額を最低限に抑えるため、申立人に係る８

年４月の資格取得届を提出する際には、記録どおりの報酬月額を届け出た可

能性が高いものと考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 39年５月から 40年５月１日まで 

私は、昭和 38 年８月から 59 年５月までの間、Ａ社（その後、Ｂ社に名

称を変更）に勤務していたが、Ｃ支店開設準備のためにＤ（地名）の本社

在籍のままＥ（地名）で勤務した 39 年５月から 40 年４月までの期間につ

いて、厚生年金保険被保険者期間とは認められないとＦ社会保険事務所よ

り回答を受けた。納得がいかないので、再調査をお願いしたい。     

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同時にＡ社本社から同社Ｃ支店の開設準備のためにＥ（地名）勤

務となった同僚の供述から、申立人が申立期間において当該事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、Ａ社本社が加入していたＧ健康保険組合の回答によれば、申立人

及び申立人と一緒にＥ（地名）勤務となった同僚は、昭和 39 年５月 30 日に

資格を喪失している上、両名は、社会保険事務所が保管する同社本社の被保

険者名簿によると、39 年５月 30 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

ていることが確認できる。 

また、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 40 年

５月１日であり、申立期間は適用事業所となっていない。 

さらに、Ａ社本社及び同社Ｃ社支店は、平成 14 年３月１日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなっており、事業主からも、申立期間当時の社員台帳

や給与台帳等の関係資料が手許になく、申立人の申立てどおりに厚生年金保

険の資格取得の届出及び保険料の納付を行った否かについては不明と回答し

ている。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され



                      

  

ていたことを確認できる給与明細書等の関連資料は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 760 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年２月１日から 34 年 12 月 31 日まで 

② 昭和 35 年１月５日から同年４月 30 日まで 

私は、昭和 33 年２月１日から 34 年 12 月 31 日までＡ社に、また、

35 年１月５日から同年４月 20 日までＢ社に勤務していたのに、これら

の期間が厚生年金被保険者期間となっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人から提出のあった社員旅行の写真から、

Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、上記の写真に写っている申立人と同様の業務に従事していたと

される同僚にも、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者記録が無い。 

また、複数の同僚から、「採用後、しばらくの間は見習いであった。」

旨の供述があった。 

さらに、申立人が名前を挙げた３人の同僚全員が申立人を覚えていない

上、申立内容を確認できる供述を得ることができず、社会保険事務所が保

管する厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申立期間に申立人の

氏名は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

また、事業主は、Ａ社が平成８年に解散しており、勤務実態及び厚生年

金保険の関係資料が無いため、申立人の申立てどおりに厚生年金保険の資

格取得等の届出及び保険料の納付を行ったか否かについては不明と回答し

ている。 

申立期間②については、申立人は、「社員数が少ない事業所だったので

厚生年金保険の未適用事業所かもしれないし、勤務期間が短かったので同

僚の名前も覚えていない。」と述べている上、社会保険事務所には、Ｂ社

が厚生年金保険の適用事業所であった記録が無い。 

また、社会保険事務所の記録から事業主の年金加入記録は確認できず、

事業主の所在が不明のため申立人に関する供述を得ることができない。 



                      

  

さらに、申立人は、当時の同僚を記憶していないため、照会をすること

ができず、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金  事案761 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和33年４月から34年３月まで 

私は、Ａ区立Ｂ中学校を卒業して昭和33年４月から34年３月の間、

Ｃ社に勤めていた。厚生年金保険料が給与から引かれていた記憶があ

るので、調査して私の年金記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が卒業したＡ区立Ｂ中学校が発行した就職先証明書（平成21年

３月５日付け）により、申立人がＣ社に昭和33年４月に就職したことは

推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録では、申立人が同じ中学校から一緒に入社

したと主張する同級生（連絡先不明）についても当該事業所における厚

生年金保険加入記録が確認できない。 

また、当該事業所における被保険者を確認したところ、その資格取得

日における年齢は16歳くらいの者が多く、このことから、当該事業所に

おいては、中学校を卒業して入社した者については、一定期間経過後に

厚生年金保険に加入させる取扱いであった可能性もうかがえる。 

さらに、申立人が名前を挙げた元同僚のうち連絡が取れた４人は、い

ずれも申立人を記憶していないとしており、申立人の勤務実態について

証言が得られなかった上、事業主は、当時の関係資料は既に廃棄してお

り当時の事務担当者も既に他界していると証言していることから、申立

てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情を得ることができない。 

さらに、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年１月１日から 10 年２月 27 日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた期間のうち、平成９年１

月から 10 年１月までの標準報酬月額が９万 8,000 円に訂正されている

が、訂正の届けを出した記憶は無いので、申立期間の標準報酬月額を訂

正される前の額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成 10 年２月 27 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いるところ、社会保険事務庁の電算記録により、その翌月の同年３月３日

に、申立人の標準報酬月額の記録が９年１月１日から 10 年２月 27 日まで

について 59 万円から９万 8,000 円にさかのぼって低く訂正されているこ

とが確認できる。 

   しかし、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、

Ａ社の代表取締役であったことが確認できる。 

   また、申立人は、厚生年金保険の滞納保険料について社会保険事務所と

数回にわたり相談をし、その結果やむ無く、当該事業所の厚生年金保険適

用事業所全喪届を提出したと供述しているところ、申立人の厚生年金保険

の被保険者資格の喪失処理と標準報酬月額の訂正処理が同一日の平成 10

年３月３日に処理されていることが確認できる。 

また、元従業員は、給与及び社会保険関係の事務処理は申立人が行って

いたと証言しており、申立人自身も厚生年金保険適用事業所全喪届は自分

が提出したと供述していることから、申立人が標準報酬月額の訂正に関与

していないとは考え難い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該標準報酬月額の訂正処理が有効なものでないと主張すること

は、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂

正する必要は認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 763 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年 11月 10日から 37年６月 26日まで 

             ② 昭和 37年７月 23日から 38年 12月 15日まで 

             ③ 昭和 38年 12月 16日から 39年８月 14日まで 

    私は、脱退手当金を受給した記憶が無く、最終勤務先のＡ事業所から厚

生年金被保険者証を受けとってもいないので、脱退手当金の手続もできな

いはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が

記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無

いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間の事業所を退職後は昭和 62 年に厚生年金保険に

再加入するまで国民年金の強制加入期間であるにもかかわらず国民年金に加

入しておらず、年金に対する意識が高かったとは考え難い上、申立人から聴

取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

    

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 764 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年１月ころから平成２年 12月２日まで 

② 平成５年１月 26日から８年４月ころまで 

    私は、昭和 63 年１月ころからＡ社に勤務していた。平成８年４月に営業

中に脳梗塞で倒れるまで勤務しており、申立期間に係る厚生年金保険料も

控除されていたはずであるから年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 同僚の証言及び「申立人が平成８年４月に勤務中に脳梗塞で倒れ、緊急

入院した際の入院費用を会社が立替え払いした。」という当時の取締役の

証言により、申立人が、平成２年 12 月１日以前及び申立期間②にＡ社に

勤務していたことは推認できる。 

しかし、元同僚は、「申立人を含む営業担当の雇用条件は各人で異なり、

一部の社員には完全歩合制の者もいた。」と証言している。また、当時の

役員は、「会社が倒産した平成 11 年の数年前に、営業マンの大半は完全

歩合制に移行したと思う。」と証言している。さらに、複数の同僚から、

「在籍中に国民年金から厚生年金保険になった。」等の証言もあり、当該

事業所においては、厚生年金保険について、従業員ごとに異なった取扱い

がなされていたことがうかがえる。 

 

２ 申立期間①については、雇用保険の加入記録では、申立人は平成３年２

月１日に資格を取得していることが確認できる上、社会保険庁の記録に

おいて、申立期間①の期間に被保険者資格を取得した者の中に申立人の

名前は無い。 

   



                      

  

３ 申立期間②については、雇用保険の加入記録により、申立人は、平成５

年１月 26 日に被保険者資格を喪失していることが確認でき、厚生年金保険

の加入記録とも一致している。 

 

４ このほか、当該事業所は、平成 11 年５月 31 日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、当時の関係資料は既に廃棄されていることから、

申立期間における雇用の実態は不明であり、申立期間の厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年６月から 35年８月まで 

私は申立期間当時、Ａ道の工事作業をしていたＢ社（現在は、Ｃ社）Ｄ

支店Ｅ作業所において、アルバイト・パートとして、帳簿の作成や人夫の

給料計算等の仕事をしていた。給与は１月当たり約 6,500 円もらっており、

１月当たり 100 円の厚生年金保険料を控除されていたので、厚生年金保険

の被保険者としての記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する「Ｂ社Ｄ支店Ｅ作業所」の看板及び「労災保険関係成立

票（工事期間：自昭和 33 年 12 月１日、至 35 年３月 31 日）」が写っている

写真により、申立人が当時Ｂ社Ｄ支店Ｅ作業所に勤務していたことは推認で

きる。 

しかし、申立人はアルバイト・パートとして働いていたと主張していると

ころ、事業主は、「アルバイトやパートとして事務補助の仕事をしていた人

については、厚生年金保険に加入させないこともよくあった。」と証言して

いる。 

また、申立人が当時の同僚として名前（姓のみ）をあげた３名のうち、１

名は既に他界しており、他の２名も所在が不明であるため、申立人の勤務の

実態について証言を得ることができず、このほか、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 766 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 34年３月１日から同年６月１日まで 

    社会保険庁からの通知により、私のＡ社（現在は、Ｂ社）での勤務期間

が、昭和 34 年３月 1 日から同年５月 31 日まで間、空白になっていたので、

記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する人事記録により、申立人が申立期間にＡ社で勤務していた

ことが確認できる（昭和 34年３月１日に入社、同年６月１日付けでＣ係に発

令）。 

しかし、当該人事記録により、申立人は、昭和 34 年６月 1 日付けでＣ係に

配属されたときに、初めて本俸が発令されていることが確認でき、また、社

会保険事務所の保管する当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において、申立人と同じように中学校卒で入社した女子が申立人の前後に

15 名おり、そのうち 13 名が 34 年６月１日に、２名が同年７月１日にそれぞ

れ厚生年金保険の被保険者資格を取得していることから、当該事業所は、申

立期間当時、一定期間経過後に従業員を厚生年金保険に加入させていたこと

が推認できる。 

また、当該事業所は、昭和 49 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当該事業所の後継会社では当時の関係資料は既に廃棄して

いて、申立人の雇用実態が不明である上、申立期間における厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 




